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COVID-19後に押し寄せる３つの大波

～物流・人流・金流の進化を読み解く〜
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Think:Act 
COVID-19後に押し寄せる３つの大波　～物流・人流・金流の進化を読み解く〜

1. デジタルサプライチェーンが効率追求と 
 リスク対応を両立させる
 

2. グロボティクスがホワイトカラー中間層に   
 大変動をもたらす

3.  株主価値と社会価値の共存を求める 
 ニューキャピタリズムが加速する



1）2008年 1月、2020年 1月を 100 とした指数（過去 3 か月の移動平均）

3 つの大波 消費者信頼度指数（グローバル） 1

COVID-19(新型コロナウイルス感染症 )が猛威を振るう一方、

COVID-19後 （いわゆるアフターコロナ）の潮流も徐々に顕在

化してきた。中でも、「デジタルサプライチェーン」、「グロボティ

クス」、「ニューキャピタリズム」の 3 つは、これまでの企業経営

や国際経済の枠組みに対する不可逆な大波となって押し寄せ

るだろう。 A 1

モノの流れ：デジタルサプライチェーン

米国の不動産バブル崩壊に端を発する世界的な信用収縮が

実体経済に波及した、2008年の世界金融危機（いわゆるリーマ

ンショック）。流動性制約が最終消費の急激な落ち込みを引き起

こし、企業は投資と生産活動の抑制でこれに対応した。 供給サ

イドの調整は最終段階で行われた。一方、COVID-19 パンデミッ

クは企業の生産活動に直接打撃を与え、これが投資と最終消費

の落ち込みを引き起こし、更に都市封鎖などの感染防止策が需

給調整の機能不全に追いうちをかけた。 リーマンショックの際、
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13 ヶ月間かけて△ 2.4%まで緩かに低下した消費者信頼度指

数 （過去 3 ヶ月の移動平均）は、今回僅か 4 ヶ月間で△ 8.6%
のフリーフォールを記録した。 A 2

中でも、グローバル製造業の被った傷跡は大きい。グローバル

に分散する生産拠点、それらを繋ぐ JIT （Just-In-Time）サプライ

チェーン。 COVID-19後を見据え、これまでに築き上げてきたグ

ローバルサプライチェーンを見直し、「地産地消」を志向する動き

もある。だが、単なる「時計の逆回転」は何も生まない。グローバ

ル化とローカル化、効率追求とリスク対応。二律背反の中庸を探

るのでなく、二律背反を打破しよう。過去へ回帰するのでなく、未

来を創造しよう。

鍵を握るのは「デジタル」だ。製品や製造プロセスをデジタル

データで収集し、現実空間を再現した仮想空間 「デジタルツイ

ン」上でシミュレーションを繰り返すことで、難解な最適化命題の

解にたどり着く可能性は拡がっている。あるいは「デジタル在庫」。

製品・部品をデジタルデータ化しておき、緊急時に 3Dプリンター

で対応する。実際、米UPSは発荷主から納入部品データを受信、
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着荷主国の 3Dプリンターで製造し納入するサービスを提供して

いる。 COVID-19後に求められるのは、グローバルサプライチェー

ン対ローカルサプライチェーンの神学論争を超えた、自社独自の

「デジタルサプライチェーン」の構築だ。

ヒトの流れ：グロボティクス

ドイツでの調査によれば、35％の労働者が「より柔軟な在宅勤

務を求めて転職を検討する」と回答、43％の企業が「向こう 5〜
10年で在宅勤務が急速に進展する」と回答している。様々なハー

ドルを乗り越え、在宅勤務は着実に進行している。

企業が今後直面する真の課題は、もはや在宅勤務 「そのもの」

ではない。本質は、在宅勤務と AIの掛け算から生まれる「グロボ

ティクス 1」が引き起こす雇用構造の大変動だ。 蒸気機関革命

がもたらした自動化とグローバル化、情報通信技術革命がもたら

したサービス経済化は、製造業セクターの肉体労働や非製造業 
セクターのサポート部門の雇用を代替したが、グロボティクスは頭

脳労働を代替し、先進国のホワイトカラー中間層の雇用を直撃す

る。国際経済学者 Richard Baldwin教授は警鐘を鳴らす 2。 AI
による機械翻訳、ビデオ会議システムや拡張現実（AR）を活用し

た新興国の頭脳労働者が、遠隔移民 (tele-migrants)となって先

進国に仮想的に流れ込み、賃金競争を始めるのだ。 遠隔移民

は「壁」の建設などお構いなし。あたかも隣りに座っているかのご

とく協業する。在宅勤務が夢物語でなくなった COVID-19後の世

界、「仕事をする」の同義語は「会社に行く」ではない。国境をま

たがった「時間単価あたり価値創出競争」の衝撃は計り知れない。

カネの流れ：ニューキャピタリズム

リーマンショックをきっかけに金融機関の持続可能性の危うさを

目の当たりにした欧米グローバル企業は、社会貢献活動としての

CSRを超える「サステナビリティ（持続可能性）経営」に舵をきった。

気候変動が最大の経済リスクと認識され、世界銀行による石炭関

連融資の原則禁止発表 （2013年）を皮切りに、石炭ダイベストメ

ント （投資引き上げ）が進んだ。 2015年、国連サミットが「持続可

能な開発目標 (SDGs)」採択。 世界は、株主価値と社会価値を

対立概念と捉えるキャピタリズムから、共存概念と捉える「ニュー

キャピタリズム」へ移行しつつある。

そして、パンデミック。 COVID-19 は、安心や安全が「当たり

前」でないこと、「当たり前」は努力して維持するものであること

を知らしめた。「ニューキャピタリズム」への移行は確実に加速

する。 遅ればせながら、日本の大手銀行グループも 4月以降、

ESG （環境、社会、ガバナンス）を重視した投融資方針を競うよ

うに打ち出した。 みずほ FGは石炭火力発電事業への新規融

資の取り止め、三井住友 FGも新設石炭火力を原則支援しな

いことを明言した。 ESG投資残高、ESG債発行残高も急拡大し

ている。 企業にとって、「マテリアリティ」（大きな財務影響をもつ

ESG項目）の特定、バックキャスティングによる超長期戦略の立

案は待ったなしだ。

1）グロボティクス ＝ グローバル化 +ロボット化 
2） Richard Baldwin, “The Globotics Upheaval” ,  2019
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